貿易による製品の多様化の利益 : 日本の乗用車市場（1953─1973）を事例として by 小坂 賢太



































をどれだけ増加させるのかを、戦後の 1953 年から 1973 年にかけての日本
の乗用車市場のデータを用いて定量的に測定することである。














































































ている。一人当たりの実質 GDP は、1953 年から 1955 年までは、溝口敏
行・野島教之「1940-1955 年における国民経済計算の吟味」（『日本統計学
会誌』第 23 巻第１号、1993 年、91-107 ページ）を用いている。1955 年
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から 1973 年に関しては、日本政府の 68SNA を用いており、1955 年で両
者を接続することで、 1953 年から 1973 年までの実質 GDP を作成してい
る。その際、両者の GDP デフレーターによって、1953 年を基準にして実
質化している。このようにして求めた実質 GDP を総務省の「日本の長期











3　日本の輸入車市場（1953 年 ─ 1973 年）





入数量制限政策が行われたからである。特に、1955 年から 1960 年までは外
貨割当の制限が厳しく、一般の消費者には乗用車の輸入はほぼ禁止されて
いた。この政策は、1961 年からは緩和され一般の消費者も輸入乗用車を購




























































実質価格 49.90 136.28 （単位：万円）
排気量 1155.75 2586.93 （単位：cc）











































　ただし、 , つまり、アウトサイドオプションの平均効用は 0 であると
仮定している。
　次に、 について説明する。これは消費者 i のブランド
j に対する効用のうち、平均的消費者が持つ効用からの乖離を示してい
る。まず、 は、需要者 i にとって、グループ g に属するブランドの平
均的な効用を示している。 が iid にタイプ１の極値分布に従うと仮定
すると、 もまた、極値分布に従う確率変数となる。 は、
となり、同じグループに属する製品が、どれだけ代替的である




ようになる。逆に、 が 0 に近づけば近づくほど、需要者は、同じグルー
プにあることを重視せず、 ならば、グループ分けは全く関係なくな
る。さらに、 の標準偏差を 1 と仮定する。
　このように仮定すると、グループ g に属するブランド j のマーケット
シェアは、
　となる。ただし、グループ g に属する製品全体の集合を とし、
としている。また、アウトサイドオプションの
マーケットシェアを とすると、 は 1 となる。また、グループ













































モデル 2 が内生性に対処するための 2SLS による方法である。二つのモ




の係数と の係数は過大になってしまうが、実際、モデル１の OLS によ
る結果と、モデル 2 の操作変数を用いた 2SLS による結果を比較すると、
の係数は、モデル 1 が 0.97 であるのに対し、モデル 2 が 0.805 と
なり、モデル 2 の方が小さくなっており、また、 の係数についても、






変数 変数の内容 観測数 平均 標準偏差 最小 最大
ブ ラ ン ド j の マ ー
シェアの対数
996 −10.02  2.68 −16.45 −4.38
免許保持者で乗用車
を買わなかった人
996  0.96  0.03  0.92  0.99
CPI 1953 年を 1としたと
きの消費者物価指数




996  117.93 103.22  17.61 833.46
馬力 馬力 996  106.79  72.07  9.00 375.00
居住面積 幅×長さ 996  7.40  1.79  4.01  12.05
輸入車 輸入車ならば 1 をと
るダミー変数
996  0.53  0.50  0.00  1.00
実質 GDP 1953 年の水準に実
質化した一人当たり
の GDP
996  0.22  0.07  0.09  0.33
In s j/g グ ル ープ 内 の マ ー
ケット・シェアの対数






996  348.43 233.63  105.92 900.61
　推計の結果を詳しく見ていくと、操作変数の内生変数に対する説明力
を示す、first-stageF-statics の平均値は 20.09 で有意に正であり、これは、









GDP は有意に正である。これは、一人当たりの GDP が増加すれば増加す
るほど、新車の需要は高まることを示している。一方で、トレンド項は、
有意に負である。輸入車ダミーの係数は負である。ブランドのグループ内












変数 係数 標準誤差 係数 標準誤差
In s j/g
（グループ内のマーケット・シェアの対数）
0.973 a 0.0082 0.805 a 0.009
実質価格 −0.004 a 0.0003 −0.034 a 0.001
馬力 0.005 a 0.0005 0.030 a 0.001
居住面積 0.007 a 0.0154 0.294 a 0.025
トレンド 0.136 b 0.0182 −0.195 b 0.019
トレンドと輸入車の交差項 −0.525  0.0185 −0.112 0.020
トレンドと輸入車の交差項の 2 乗 0.018 0.0008 0.001 0.001
一人当たりの実質 GDP −0.688 c 1.2469 7.186 c 1.183
輸入車 −0.535 b 0.1034 −0.955 b 0.114

























定した結果が、表 4 である。表 4 では、同時に、消費者余剰の増加が GDP
に占める割合も示している。輸入がほぼ禁止されていた 1955 年から 1960




増加の割合は、平均 0.36％であり、最も大きい 1973 年では、0.7％になって








に占める消費者余剰の増加の割合は 1961 年の 0.13% から徐々に大きくな





































































randam coefficient logit model を用いて需要関数を推計することなどが今
後の課題である。
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